指定介護予防支援業務委託契約書

  指定介護予防支援事業者である朝倉市地域包括支援センター（以下「甲」という。）と指定居宅介護支援事業者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(以下「乙」という)は、介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１１５条の２１第３項に規定する指定介護予防支援の一部委託について、次のとおり契約を締結する。

  (委託業務)

第1条 甲は、仕様書に掲げる業務(以下「委託業務」という)を乙に委託し、乙はこれを受託する。
(契約期間)

第2条 本契約の有効期間は、平成　　年　　月　　日から平成　　年　　月　　日までとする。
 (委託料)

第3条 委託料の額は１件当たり（月額）３,５００ 円とし、うち取引に係る消費税及び地方消費税の額を金１６６円とする。また、初回加算については、１件当たり ２,３００円とし、うち取引に係る消費税及び地方消費税の額を金１０９円とする。

(委託業務内容の変更等)

第4条 甲は、必要があるときは、委託業務の内容を変更し、又は委託業務を一時中止することができる。同時に委託料を変更することができる。この場合において、甲は、乙に対し、当該変更について１ヶ月前に書面により通知するものとする。
(委託料の支払）
第5条 乙は、毎月業務終了後、甲の定める期日までに第４条により算定した委託料の支 払請求書を甲に提出するものとする。

２  甲は、前項に基づき乙からの適正なる請求書の受理後３０日以内に、乙に対し、委託料を支払うものとする。
(契約保証金）

第６条   契約保証金は、全額を免除する。
  (権利の譲渡等の禁止)

第７条  乙は、第三者に対し、委託業務の一部若しくは全部を委託し、若しくは請け負わせ、又は本契約に基づいて生ずる権利義務を譲渡してはならない。

 (委託業務の実施)

第８条   甲は、甲と指定介護予防支援契約を締結した居宅要支援者（以下「利用者」とい  う）のうち、委託業務に係る利用者を決定したときは、乙に対し、その旨を書面その他適切な方法により通知するものとする。

２  甲は、前項の規定により乙に通知した内容に異動のあったときは、速やかに、乙に対し、その旨を書面その他適切な方法により通知するものとする。

３  乙は、当該委託業務の実施に当たり、遅滞なく、直接従事させる介護支援専門員を甲に報告するものとする。

(事故の処理)

第９条   乙は、委託業務の実施に関して事故が発生し、又は発生するおそれがあることを知ったときは、直ちに、その状況を甲に報告し、その指示に従わなければならない。

(実施状況報告等)

第１０条   甲は、必要があるときは、乙に対し、委託業務の実施状況について報告を求め、帳簿その他の関係書類の調査を行い、又は必要な指示をすることができる。

(経理)

第１１条   乙は、委託業務に係る経理と他の事業に係る経理とを明確に区分しておかなければならない。
(損害のために必要を生じた経費の負担)

第１２条　委託業務の実施に関して発生した損害(第三者に及ぼした損害を含む)のために必要を生じた経費は、乙が負担するものとする。ただし、その損害が甲の責に帰する事由による場合においては、その損害のために必要を生じた経費は甲が負担するものとし、その額は、甲乙協議して定める。

(甲の解除権）

第１３条   甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、本契約を解除することができるものとし、これがために乙が損害を生じても、その責を負わないものとする。
（１）乙がこの契約の条項に違反したとき
（２）乙が契約の履行に関し、不正行為があったとき

（３）乙が正当な理由なく期間内に契約を履行する見込がないと認められたとき
２　前項の規定により、契約が解除された場合には、乙は契約が解除された日までに行った委託業務にかかる一切の書類を甲に提出しなければならない。

   (乙の解除権)

第１４条   乙は、甲が本契約に違反し、その違反によって委託業務を実施することが不可能となったときは、本契約を解除することができるものとする。
   (乙の法令上の責任)

第１５条   乙は、委託業務従事者に係る労働基準法(昭和２２年法律第４９号)、職業安定  法(昭和２２年法律第141号)、最低賃金法(昭和３４年法律第１３７号)、労働安全衛生法(昭和４７年法律第５７号)及び雇用保険法(昭和４９年法律第１１６号)の規定その他労務に関する一切の責任を負わなければならない。
   (秘密の保持)

第１６条   乙（及びケアプラン作成に従事する者）は、受託業務の履行に際して知り得た個人情報について、一切他に漏らしてはならない。

２　前項については、委託期間終了後においても同様とする。

（個人情報の目的外使用の禁止）

第１７条　乙は、委託事務に係る個人情報を、他の用途に使用してはならない。

（個人情報の複写等の禁止）

第１８条　乙は、委託事務に係る個人情報を、甲の許可なく複写し、又は第三者に閲覧させ、若しくは貸し出してはならない。その他の事項を第三者に漏らしてはならない。
（個人情報管理状況の立入調査）
第１９条　甲は、必要があると認めるときは、委託事務に係る個人情報の管理状況について、立入調査することができる。

　（個人情報の返却等）

第２０条　乙は、委託事務を終了したときは、委託事務に係る個人情報の返却又は廃棄について、あらかじめ甲の承認を受けるものとする。

　２　乙は、前項の規定により個人情報を廃棄する場合は、裁断、焼却又は磁気消去等の方法により、その内容が第三者に漏れることがないよう必要な措置を講じなければならない。

　（罰則）

第２１条　乙は、委託事務に係る個人情報を第三者に漏らしたときは、朝倉市個人情報保護条例（平成１８年朝倉市条例第１０号）に規定する罰則の適用を受けるものとする。
   (疑義等の決定)

第２２条   本契約に定めのない事項及び本契約に関して疑義が生じたときは、甲乙協議して定めるものとする。

  この契約の証として、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上それぞれ１通を保管するものとする。

平成　　年　　月　　日
（甲）指定介護予防支援事業者  事業者の住所  
朝倉市菩提寺４１２番地２
 
　　　　　　　　　　　

事業者の名称
朝倉市地域包括支援センター
                
　　　

代表者の氏名
朝倉市長　塚　本　勝　人
（乙）居宅介護支援事業者
　事業所名　　　　
事業法人所在地　
事業法人名称　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊法人印・代表者印を押してください。
